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令和６年度 第８回 部局長会議 議事録 
 

日時：令和６年１２月１０日（火）１３：３０～１５：０５ ※大会議室・Web会議 

 

出席者：湊総長 

    稲垣、岩井、江上、小幡、國府、椹木、野崎、立川、中北、室田、宇佐美、大嶋、笠井、

河野、杉野目、髙倉、時任、宮川、米田、出口、齊藤、唐渡、若井、田中（耕）、伊佐、

竹本、田尾、浅野、馬渕、山越、五十嵐、井垣、村上、田中（千）、曽我、澤邉、島川、

岩城、河本、片平、山本、堀、青木、關口、大木谷、黒﨑、三重野、髙橋、伊谷、平島、

永盛、内田、森、伊藤（以上各構成員）、松田（以上代理出席者） 

 

欠席者：北川、引原、石川、岡部（以上各構成員） 

 

オブザーバー：山口監事、吉貴監事 

 

前回議事録の確認 

令和６年１１月１３日（水）開催分の令和６年度第７回部局長会議の議事録（案）について、

確認のうえ、原案どおり承認された。 

 

 

【 議 事 】 

 

１. 国際卓越研究大学の構想骨子（案）について   

 国際卓越研究大学の構想骨子（案）について説明があり、意見交換が行われた。 
 

 

２. 令和６年度における教育研究組織（機構等を含む）の設置・改廃等について   

令和６年度における教育研究組織（機構等を含む）の設置・改廃等に係る以下の事項につ

いて、企画委員会での審議の結果の説明があり、協議の結果、了承された。 

・総合研究推進本部 
 

 

３. 国立大学法人京都大学の組織に関する規程等の一部改正等について 

京都大学総合研究推進本部の設置に伴い、以下の規程の改正及び制定を行う旨説明があ

り、協議の結果、了承された。 

国立大学法人京都大学の組織に関する規程（一部改正） 

京都大学総合研究推進本部規程（制定） 

国立大学法人京都大学部局長会議規程（一部改正） 

国立大学法人京都大学特定有期雇用教職員就業規則（一部改正） 

国立大学法人京都大学教員選考規程（一部改正） 

国立大学法人京都大学における競争的研究費等の適正管理に関する規程（一部改正） 

国立大学法人京都大学利益相反マネジメント規程（一部改正） 
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４. 令和７年度概算要求 教育研究組織改革分における教員人件費の取扱いについて 

令和７年度概算要求の教育研究組織改革分について、文部科学省より教員人件費相当額の

措置があった場合の取扱について、企画委員会での審議の結果の説明があり、協議の結果、

了承された。 

 

 

５. 「若手重点戦略定員について」の一部改正について 

「若手重点戦略定員について」の一部改正について、企画委員会での審議の結果の説明が

あり、協議の結果、了承された。 

 

 

６. 教育・研究に係る自己点検・評価報告書（案）について 

教育・研究に係る自己点検・評価報告書（案）（第１部 学部・研究科等における教育研

究活動の状況）について説明があるとともに、公表までに生じた修正等については総長及び

大学評価委員会委員長に一任願いたい旨併せて説明があり、協議の結果、了承された。 

 

 

【 報 告 】 

 

１． 京都大学教育改革戦略本部（仮称）設置準備委員会報告書について   

「京都大学教育改革戦略本部（仮称）設置準備委員会」において、京都大学教育改革戦略

本部（仮称）が担うべき機能や組織運営体制等について審議・検討を行った結果について報

告があった。 

 

 

２． 令和６年度補正予算の概要について   

令和６年度補正予算の概要について報告があった。 

 

 

３． 世界視力を備えた次世代トップ研究者育成プログラム（L-INSIGHT）フェロー（第５期）の

募集について   

世界視力を備えた次世代トップ研究者育成プログラム（L-INSIGHT）フェロー（第５期）

の募集について説明があり、より多くの若手研究者に応募いただくよう依頼があった。 

 

 

４． 令和７年度からの共同利用・共同研究拠点及び国際共同利用・共同研究拠点の認定申請結果

について          

令和７年度からの共同利用・共同研究拠点及び国際共同利用・共同研究拠点に係る認定申

請結果について、文部科学省から第４期中期目標・中期計画期間における中間評価結果と併

せて通知があり、申請した５拠点のうち、１拠点が国際共同利用・共同研究拠点に認定され

た旨報告があった。 
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５． 施設修繕計画 （令和７～９年度実施計画）について      

施設修繕計画の令和７～９年度実施事業について報告があった。 

 

 

６． 研究公正eラーニング研修の受講状況について         

令和６年４月に通知した研究公正eラーニング研修について、１２月時点での受講状況に

ついて報告があり、受講の徹底について依頼があった。 

 


